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1．プロジェクトの達成目標 

1-1．全体目標及びリサーチ・クエスチョン 

本研究では、①資本ストックの現況の自治体間比較データベースの提供と更新、②社会関係資

本の把握のための標準的なアンケート調査票の構築と実施事例の提供、③物理的資本ストックの

将来予測を行うための簡易な計算ソフト（未来シミュレーター）の構築と配布、④将来予測に基

づき検討すべきシナリオの作成方法と具体的な作成事例、⑤今後の地域社会を担う中高生に対し

て、研究者が十分な情報を提供し、地域の将来を考えて今の行政へ提言を行うという熟議形式

（「未来ワークショップ」）事例の提供、⑥これらをとりまとめストックマネジメントの方法論

をマニュアル化したストックマネジメントマニュアルの作製と配布を行う。この研究を通じて、

次世代を含む関係者に各地域の各種資本ストックの持続可能性に関する課題に気づく機会を与

え、資本ストックの持続可能性の確保という政策課題の重要性に関する認識が全国に広がること

が期待される。これらの結果、ストックに着目した持続可能性マネジメントの経験が全国各地に

広がり、多世代共創による持続可能な社会づくりに貢献することができる。 
リサーチ・クエスチョンは以下のとおりである。 
 持続可能な社会の実現のために、「通時的なコミュニティ意識」（自分が過去世代から未来

世代につながるコミュニティの一員であるという認識）の涵養が必要ではないか。それ

は、資本ストックにかかわる近未来の課題を「エントリー世代」（職に就く前で判断能力

が培われている世代）に伝えて未来市長の立場で政策提言を検討させる未来ワークショ

ップによって培われるのではないか。 
 基礎自治体レベルの資本ストックにかかわる近未来の課題について、既存統計データの加

工をベースとする「未来シミュレーター」によって、ある程度把握できるのではないか

（人口の少ない市町村にどこまで適用できるか）。このデータがあれば、全国で未来ワ

ークショップを開催できるのではないか。 
 多世代交流型のつながり座談会による地域ごとのリソースリスト作りを含めた改良型「リ

ソースジェネレータ」の手法が、市民が望ましいと考えるつながりの効用の把握という

面でも、調査の簡便性という面でも、基礎自治体による社会関係資本のマネジメントに

適しているのではないか。 
 年代・性別・居住地域ごとに各個人が有する人と人とのつながりの傾向をリソースジェネ

レータで把握できれば、将来の人口構成予測を当てはめることによって、将来の人と人

とのつながりをある程度予測できるのではないか。 
 将来の予測人口を当該自治体の区域内に空間配置する方法を変えることによって、目指す

べき自治体の将来シナリオを複数作成することができるのではないか。このことによっ

て、未来ワークショップにおける議論がさらに深まるのではないか。 
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1-2．背景 

 
日本においては、人口減少・高齢化にともない、地域の持続可能性をどのように確保するの

かが課題となっている。就業者人口の減少と介護・医療ニーズの増大、道路・管路・公共施設な

どの人工物の老朽化、農地・人工林などの人の手が入ることによって維持されてきた自然資本の

劣化、人と人とのつながりの希薄化などが予想される。これらは、人的資本基盤、人工資本基盤、

自然資本基盤、社会関係資本基盤という四つの資本基盤の持続可能性が脅かされているという課

題として総括できる。 
これらの資本基盤を維持管理するためにどれだけの労働量や費用が必要となるかを把握した

うえで、将来にわたって維持すべき資本基盤の量・配置について社会的に合意形成を行い、残す

べき資本基盤を適切に手入れ（ケア／メンテナンス）するという「資本基盤マネジメント」を各

自治体レベルで実施しなければならない。これは、ストックの持続に重点を置いた経済政策であ

り、フローの成長に重点を置いた経済政策に対置されるべき新しい経済政策の視点である。 
ストックの持続に関しては、将来の地域を担う地域のエントリー世代（まだ将来何になるか

について意思決定をしていないが、十分に理解能力が培われている中高生世代）に情報を提供し、

彼らが将来世代の立場から意見を述べることが、将来世代の育成という観点と、現世代の気づき

という観点の双方から重要である。このため、このままの傾向が続いた場合に何が起こるかにつ

いて「未来シミュレーター」を用いて予測し、その結果として得られた「未来カルテ」などの情

報をこの世代に伝え、未来市長として現市長に政策提言を行うという「未来ワークショップ」を

開催する。これによって多世代共創による持続可能な地域づくりが進展するのではないか。 
類似の取り組みとしては、高知工科大学の西條辰義教授のグループが行っているフューチャ

ー・デザインの取り組みを挙げることが出来る。この取り組みにおいては、未来世代の立場にた

って議論するグループを設定して、現在世代の立場のグループと対話する形のワークショップを

行っている。この取り組みとの違いは、未来カルテを用いて、このままだとこのような未来が起

こりうるという近未来に対する補助線を参加者に与える点にある。その上で、政策によって未来

を変えることができることも伝えて、未来市長の立場での政策提言を検討させることにより、参

加者が容易にバックキャスティング型の思考ができるように誘導することができると期待され

る。 
 
 



社会技術研究開発 
「持続可能な多世代共創社会のデザイン」研究開発領域 

「多世代参加型ストックマネジメント手法の普及を通じた地方自治体での持続可能性の確保」 
研究開発プロジェクト 実施終了報告書 

 

4 
 

1-3．ロジックモデル 
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2．研究開発の実施方法・内容 

2-1．研究開発実施体制の構成図 

 
 研究開発に協力した主な関与者（協力者）※5 名程度 

氏名 所属 役職 （または組織名） 協力内容 

市原市役所 企画部 総合計画推進課 未来ワークショップ実施の協力 

館山市役所 総合政策部 企画課 同上 

八千代市役所 企画部 企画経営課 同上 

鈴木宣弘 東京大学農学研究院 教授 農業関係原単位のアドバイザー 

小松幸夫 早稲田大学創造理工学部 教授 建築物関係のアドバイザー 
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2-2．取り組みの概要 

このプロジェクトにおいては、主に四つの開発要素があった 
第一に「未来カルテ発行プログラム」である。これは、基礎自治体別に人口減少のインパクト

を視覚化するものであり、2017 年 10 月に公開されて以来、2 万ダウンロードを超え、さまざま

な場面で活用されるツールとなっている。このプログラムは、現状の傾向が継続した場合に、2040
年にどのような社会が実現するかを自治体ごとに予測するものである。国立社会保障・人口問題

研究所の地域別将来人口推計をベースとして、年齢別の要介護・要支援者比率、認知症患者比率、

入院・通院患者数比率などを適用するなどして、保育、教育、医療、介護のニーズを予測する。

一方、産業構造については、国勢調査の従業地別産業別の就業者人口の 2000 年以降の変化傾向

を伸ばす形で予測する。さらに、インフラの維持費、自然資本の維持のための投下労働量なども

予測する。自治体コードを入力すれば、全国 1741 の基礎自治体別のデータが得られるプログラ

ムを作成し、無料公開したところである。なお、2018 年には、人口集中自治体、過疎自治体別に

集計した結果や、都道府県別の集計結果、全国集計結果も発行できるように改良した。本プロジ

ェクトのウェブサイト http://opossum.jpn.org/からダウンロード可能である。 
第二に、「未来ワークショップ手法」である。地域のストックの豊かさを確保していくためには、

地域の将来を担う世代が、地域の将来の課題を把握し、政策形成に関わっていくことが、将来世

代の育成という観点と、現世代の気づきという観点の双方から重要である。このため、地域の中

高生や 20 代の社会人といった世代に、「未来カルテ」で把握された情報をわかりやすく伝え、2040
年の未来市長や町長になって政策を考え、今の首長に提言するという「未来ワークショップ」を

実施し、その方法を確立させた。 
さらに、「未来ワークショップ」にあたっては、統計情報をもちいたシミュレーションからなる

「未来カルテ」情報だけではなく、地域の個人がもつ「つながり」量を把握する「リソースジェ

ネレータ」調査の結果と、将来の人口減少にともなう空き家の発生状況を地図上に示す「未来地

図」の作成結果もインプットすることとした。それぞれが、第三、第四の開発要素となるもので

あった。 
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2-3．実施項目・内容 

2-3-1．未来シミュレーターの開発と未来カルテの提供 

プロジェクトの中で開発されたのが「未来シミュレーター」である。これは、基礎自治体別に

人口減少のインパクトを実感できるよう、現状の傾向が継続した場合に、2040 年にどのような社

会が実現するかを自治体ごとに予測するものである。国立社会保障・人口問題研究所の地域別将

来人口推計をベースとして、年齢別の要介護・要支援者比率、認知症患者比率、入院・通院患者

数比率などを適用するなどして、保育、教育、医療、介護のニーズを予測する。一方、産業構造

については、国勢調査の従業地別産業別の就業者人口の 2000 年以降の変化傾向を伸ばす形で予

測する。さらに、インフラの維持費、自然資本の維持のための投下労働量なども予測する。 
 
未来シミュレーターのロジック 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
また、この未来シミュレーターの結果を自治体別に視覚化するものが「未来カルテ発行プログ

ラム」である。このプログラムでは、自治体コードを入力すれば、全国 1741 の基礎自治体別の

データをグラフなどで表示することができる。このプログラムは、2017 年 10 月に公開されて以

来、2 万ダウンロードを超え、さまざまな場面で活用されるツールとなっている。2018 年 10 月

には、人口集中自治体、過疎自治体別に集計した結果や、都道府県別の集計結果、全国集計結果

も発行できるように改良した。本プロジェクトのウェブサイト http://opossum.jpn.org/からダウ

ンロード可能である。 
未来カルテ発行プログラムは、無償公開されており、全自治体のデータを個別に視覚化するこ

とができる。また、それぞれの未来カルテには、対象となる自治体が属する都道府県のデータと

全国データも記載されており、自治体比較も容易なツールとなっている。 
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未来カルテ発行プログラムから得た勝山市未来カルテより 
 
2-3-2．未来ワークショップ手法の開発と普及 

地域の将来を担う世代が、地域の将来の課題を把握し、政策形成に関わっていくことが、将来

世代の育成という観点と、現世代の気づきという観点の双方から重要である。このため本プロジ

ェクトにおいては、「気づきのための予測」である未来カルテの情報を用いて、「未来ワークショ

ップ」手法も開発する。未来シミュレーターで予測した 2040 年の課題をそのときに社会の中核

を担うであろう中高生にわかりやすく伝達し、2040 年の「未来市長」として現在の市長に政策提

言を行うという手法である。この未来ワークショップにおいては、後述のリソースジェネレータ
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調査の結果や、未来地図の成果も組み入れることとする。 
また、未来ワークショップの効果を測定するために、未来ワークショップの参加者に対するア

ンケート調査を実施するとともに、高齢者対象のワークショップや、未来カルテの説明前後での

政策提言内容を比較する実験ワークショップも実施する。 
さらに、未来ワークショップを実施する担い手を育成するため、未来ワークショップファシリ

テータ養成講座も実施する。 
 

2-3-3．リソースジェネレータによるつながりの把握 

本研究プロジェクトにおいて社会関係資本の状況を把握するための方策として、リソースジェ

ネレータ手法を採用する。この手法は、30 程度の他者に協力を依頼するような項目（以下、リソ

ース）のリスト（以下、リソースリスト）を用意し、協力を得られる知り合いの存在や関係性を

聞くものである。従来のリソースジェネレータ手法による調査事例では、研究者があらかじめ用

意した質問項目を採用していたが、このプロジェクトにおいては、各地域の状況を反映させるた

めに、さまざまな年代の市民にあらかじめ集まっていただき、将来に残したいつながりをヒアリ

ングする「つながり座談会」を開催することによってリソースリストづくりを行うという新しい

取り組みに取り組む。 

 

 
八千代市でのつながり座談会 

 
リソースジェネター調査における質問項目の事例 
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2-3-4．未来地図の作成手法の開発 

 
ストック配置グループにおいては、各対象自治体の 2040 年の人口予測に従って、どのような

建造物の配置状況になるかを地図上で視覚的に示すことを試みる。具体的には、学区別人口減少

率にしたがってランダムに建物を減らしていく方法を採用し、未来の街の地図を作成することを

試みる。この成果を、未来ワークショップにおける資料に含めることによって、その議論に提供

する。 

 

空き家のシミュレーションフロー
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3．研究開発結果・成果 

3-1．プロジェクトの目標達成状況及び結論 

本プロジェクトで開発し、2017 年 10 月に無料公開した「未来カルテ発行プログラム」は、2
万ダウンロード以上されるという反響があり、各地方自治体の将来戦略を検討する際に参照され

ている。また、持続可能な開発目標（SDGs）に関する民間のワークショップでも、開催地の未来

カルテを必ず参照するということであった。このように、社会的に広く用いられる情報基盤を提

供できたことは、本プロジェクトの大きな成果と考えている。 
また、未来カルテを活用して行われる未来ワークショップについても、当初の協力自治体から

全国に開催実績が広がってきている。社会実装のために設立された NPO 法人事業としても、全

国から実施に向けた問い合わせが入ってきている状況である。さらに、鹿児島県西之表市の種子

島中学校・種子島高校、福井県勝山市の勝山高校の事例のように、総合の学習の時間での調べ学

習と組み合わせて実施される未来ワークショップ事例も現れるようになった。社会実装がさらに

期待できる取り組みとなったと考えている。 
なお、未来カルテを用いた長期的な課題の提示によって、参加者は、長期的な課題に気づくと

ともに、その課題をもっと知りたいという意欲、その課題の解決に貢献したいという意欲が喚起

されることが、未来ワークショップの参加者アンケートや、未来カルテを用いた実験ワークショ

ップにおいて確認されている。 
リソースジェネレータ調査（つながり調査）からは、つながり座談会において手段的なリソー

スだけでなく、表出的なリソースがつながりから得られる効用として重要であること、事例調査

からは、物理的・金銭的サポートを除けば、必ずしも地理的に近いつながりでなくても得られる

こと、男性のつながりが女性よりも弱いこと、高齢者のつながりが他の世代よりも弱いこと、単

身世帯のつながりが家族世帯よりも弱いこと、がわかった。また、八千代市での集合住宅での「つ

ながり」の低さ、館山市での U ターン者の「つながり」の多さ、西之表市での地域内の「つなが

り」の強さなど、地域の自治体の特徴や課題を浮き彫りにする結果が得られることがわかった。

この調査が行われることによって、人と人との支え合いの重要性を踏まえた提言が喚起されるこ

とがわかった。 
将来の空き家の状況や、地域別の人口の状況を視覚化する「未来地図」についても、未来地図

を作成し、提供した未来ワークショップでは、地域別の具体的な将来イメージにもとづいた議論

が活性化され、地域的な偏りについて是正するための政策提言が出されるなどの効果が確認され

た。 
以上から、本プロジェクトの当初目標は十分に達成されたと考えている。 

 
3-2．プロジェクトのリサーチ・クエスチョンへの回答 

PJ-Q1 持続可能な社会の実現のために、「通時的なコミュニティ意識」（自分が過去世代から

未来世代につながるコミュニティの一員であるという認識）の涵養が必要ではないか。それ

は、資本ストックにかかわる近未来の課題を「エントリー世代」（職に就く前で判断能力が

培われている世代）に伝えて未来市長の立場で政策提言を検討させる未来ワークショップに

よって培われるのではないか。 
 
A1 やちよ、たてやま、にしのおもてなど各未来ワークショップの参加者アンケート、東北

大学大学院での実験ワークショップなどによって、未来カルテを用いた未来ワークショップ

には、公共的市民を育成できる効果があることが確認できた。 
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  また、NPO 法人事業として実施した「まつど未来ワークショップ」では公務員の若手職

員研修プログラムとしても有効であることが認められた。さらに、種子島高校や勝山高校に

おいて、総合の学習の時間における調べ学習と連携させた形の未来ワークショップが可能で

あることも確認されつつある。 
 
PJ-Q2 基礎自治体レベルの資本ストックにかかわる近未来の課題について、既存統計データ

の加工をベースとする「未来シミュレーター」によって、ある程度把握できるのではないか

（人口の少ない市町村にどこまで適用できるか）。このデータがあれば、全国で未来ワーク

ショップを開催できるのではないか。 
 

A2 未来カルテ発行プログラムに対する各種反響などをつうじて、未来カルテに対する需要が

かなりあることが判明した。また、未来カルテのみを用いて実施した「まつど未来ワーク

ショップ」の成功によって、全国で未来ワークショップを実施できる可能性があることが

わかった。未来ワークショップファシリテータ養成講座についてもニーズがあり、受講生

が独自に未来ワークショップを開催することができることも確認できた。 
  なお、未来カルテ発行プログラムでは、統計データで現状を把握し、将来予測が容易な資

本基盤として、人的資本基盤、人工資本基盤、自然資本基盤の三つの種類の資本基盤のみ

を対象としている。社会関係資本基盤をどのように組み込むのかについては、つながり調

査の知見を活用しつつ、今後、検討を行う必要がある。 
  
PJ-Q3 多世代交流型のつながり座談会による地域ごとのリソースリスト作りを含めた改良型

「リソースジェネレータ」の手法が、市民が望ましいと考えるつながりの効用の把握という

面でも、調査の簡便性という面でも、基礎自治体による社会関係資本のマネジメントに適し

ているのではないか。 
 
A3 地域のさまざまな年代の参加者を得て「つながり座談会」を実施し、地域に応じたリソー

スジェネレータの調査項目を作成するという方法が確立した。この方法は、研究者がアドホ

ックに調査項目を作成する従来のリソースジェネレータ調査にない新しい方法であり、「つな

がり座談会」の内容が各市では大きく異なったことからも、このアプローチの有効性が認め

られたものと考える。 
 
PJ-Q4 年代・性別・居住地域ごとに各個人が有する人と人とのつながりの傾向をリソースジ

ェネレータで把握できれば、将来の人口構成予測を当てはめることによって、将来の人と人

とのつながりをある程度予測できるのではないか。 
 
A4 やちよ未来ワークショップでは、集合住宅の方が、戸建住宅よりも「つながり」が少ない

ことが明らかにされ、古い公団住宅に取り残される高齢者をどのようにケアするかという問

題意識が参加者に培われた。たてやま未来ワークショップでは、リソースジェネレータ調査

から、70 歳以上のつながりが減少するという知見や、U ターン者の方が豊かなつながりをも

つという知見が提供され、高齢者のコミュニケーションをどのように維持するのか、いった

ん館山市を出た若者をどのように戻らせるかといった視点の政策検討が行われることとなっ

た。このように、リソースジェネレータ調査が、議論を豊かにすることが確認された。 
 
PJ-Q5 将来の予測人口を当該自治体の区域内に空間配置する方法を変えることによって、目
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指すべき自治体の将来シナリオを複数作成することができるのではないか。このことによっ

て、未来ワークショップにおける議論がさらに深まるのではないか。 
 
A5 市原市、八千代市、館山市、西之表市について、人口予測にもとづく未来地図を作成し、

それぞれの未来ワークショップに提供した。この結果、将来の地域バランスに関する政策提

言がなされるなど、未来ワークショップにおける議論が深まることが確認された。一方、未

来地図を作成せずに実施した未来ワークショップ（たとえば、奈良市、九十九里町、勝山高

校など）においては、地域バランスに関する政策提言は行われなかった。 
 
3-3．領域のリサーチ・クエスチョンへの回答 

領域-Q1．持続可能な社会に向けての多世代共創の意義とは？  

人口減少社会では、社会を支える資本基盤を手入れするための労働部門（保育・教育・医療・

介護・建設・農林水産など）において、いち早く人手不足に見舞われるであろう。これらの労働

部門は、ケア対象に応じて手入れを行うための技能を必要とする一方、大量生産による規模の経

済を見込むことが難しいという特徴があり、その大変さに見合った社会的地位や収入が確保され

ない限り、労働力を確保することが難しい。このため、長期的な見通しを持って、これらの労働

部門を育成したり、維持すべき資本基盤量を見直したりしていくことが必要となる。このための

合意形成の基盤として、未来世代を含めた多世代共創が必要となる。 

 多世代共創が機能するためには、若年層から高齢層までのさまざまな世代が社会的課題を共有

することが必要である。このためには、長期的な視野に立った社会的課題の提示を欠かすことが

できない。 
 
領域-Q2．特に若い世代が多世代共創的活動に参加するインセンティブとは？  

 本プロジェクトで実施した未来ワークショップについても、一般公募ではなかなか若い世代が

集まらない状況であった。一方、館山市、西之表市など、学校の協力を得て、活動参加者の推薦

を得られたところでは、十分な参加者を確保することが出来た。中高生の多世代共創的活動への

参加インセンティブとして、まず挙げられるのが、学校教育のプログラムに組み込むことである。

勝山高校 1 年生全員を対象として実施した未来ワークショップはその事例である。また、若手職

員研修のプログラムとして未来ワークショップを取り入れるという方策もあろう。本プロジェク

トでは、松戸市役所の若手職員研修プログラムとして未来ワークショップを実施した事例がある。 
 
領域-Q3．効果があるのに多世代共創に参加しない場合の世代別の方策とは？ 

 学校によっては、受験や課外活動でいそがしいため、新しいプログラムに消極的なところもみ

られた。この点、新学習指導要領において、総合の学習の時間を活用したアクティブラーニング

を推奨していることから、その実施事例として未来ワークショップをさまざまな学校に展開させ

ることが出来るのではないかと考えている。 
 また、正課での活動として学校全体で取り組む場合には、取り組みの熱度が低い生徒が混ざっ

てくることも観察された。消極的な生徒でも興味をもって参加できる工夫をさらに検討していく

必要がある。 
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領域-Q4．持続可能な社会及び多世代共創における新技術の影響や含意とは？ 

 人口が減少していく中で、労働生産性をさまざまな分野で向上させていくことが重要である。

このためのツールとして、AI やロボットなどの実用可能性が注目される。また、さまざまな資本

基盤のケアをしていくために、各資本基盤の健康度を IoT を活用してモニタリングすることも必

要であろう。 
 
領域-Q5．多世代共創的活動は人々にどのような意識変化をもたらすか？ 

 持続可能性を確保するためには、自らを、過去世代から将来世代に続く通時的なコミュニティ

の一員と認識し、過去世代が築き上げてきたこと大切に受け継ぐとともに、まだ見ぬ将来世代の

ことも慮って行動するという行動原理が、現在世代に広がることが重要である。このような通時

的コミュニティ意識を涵養するためのツールとして、未来ワークショップをはじめとする多世代

共創的活動が機能することを期待している。 
 
領域-Q6．多世代共創が社会に普及・定着するには？ 

(1)  多世代共創の仕組みが生まれるような仕組みはどのようなものか？どう作り得るか？ 
 地域の歴史、現状、このままで進んだ場合に想定される近未来に関する情報が提供され、そ

れぞれを踏まえつつ、公共的・長期的視点で議論を行う仕組みが必要。このような仕組みは、

公共的に形成していかなければならない。 
(2)  担ぐ人の育成：多世代での推進役が必要と思われるが、それはどのように確保できるか？ 
 公共的部門の中に推進役を育てることが不可欠。たとえば、地方自治体職員、教員、地域

NPO といった人びとの中に推進役を見出す必要がある。このために、多世代共創的活動の進

め方とそのために必要な情報基盤を提供することが必要。 
 (3)  場：空間的な場の確保と同時に場の特性を維持・改善していくためにはどうしたら良いか？ 
 未来ワークショップの場合には、本プログラムでの試行錯誤の結果、作業帖方式の導入、課

題の書き出しと提言の書き出しの二段階での検討、課題の書き出しの際のジグソー方式による

他の班の作業状況の取り入れ機会の確保、提言の評価にあたっての「いいねシール」の導入と

いった工夫が有効であることを確認し、その様式化が図られている。 
 (4)  活動基盤：ファイナンスが大きな条件だが、それ以外にどのようなものが考えられるか？

また、ファイナンス上のネックにはどのようなものがあって、どう乗り越え得るか？ 
 学校の教員の中にファシリテーションができる人材を育成し、学校の正課として取り入れる

ことができれば、継続的に行われるものと期待している。また、地方自治体などでの若手職員

研修や、総合計画などの策定のための市民参加手法として、採用されることも想定できる。こ

のため、未来ワークショップについては、財政上のネックは比較的少ない。一方、未来カルテ

情報のアップデートのためには、一定の収入が得られることが必要であり、今後、NPO 法人

地域持続研究所で提供する場合、投げ銭程度の利用料金をいただくことも必要と考えている。 
 (5)  社会的認知の上げ方：熱心な賛同者、おとなしい理解者、無関心な人、反論をしてくる人、

類似の活動をしている人、など様々な人がいる中で、どのように社会に浸透していくか？ 
 未来カルテ、未来ワークショップについて、活動を継続していく中で、その状況が報道され

るようになってきている。このような実際の取り組みを通じて、社会的な認知度が高まってい

くことを期待したい。 
 (6)  自治体との関係：分野によっては重要であるが、自治体には、公平性重視、縦割り、外

部への警戒感などの特性があるが、一方で個人として応援の気持ちを持っている人もいる。
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こうした構造の中で、どう協力を取り付け社会実装につなげるか？ 
 未来ワークショップについては、将来視点からデータに基づいてバックキャスティングする

アプローチであり、現状の政治的な状況を超越する立場から検討することとなる。このため、

政治的には中立であり、社会的受容度は高いと考えている。 
 (7)  マニュアル化などが可能か？ 
 未来ワークショップの進め方については、ファシリテーターマニュアルにとりまとめ、ファ

シリテーター養成講座では、そのマニュアルの内容を伝達している。 
 
領域-Q7．多世代共創の程度と持続可能な社会への有効性を評価するための指標とは？ 

(1) 多世代共創の程度や多世代型ソーシャル・キャピタル（SC）の指標、および中間的指標につ

いて指標にはどのようなものが考えられるか？  
 個別のシチュエーションにおいて頼れる人がいるかどうかを聞くことによって、個人が保有

する「つながり」を把握するリソースジェネレータ調査は、年齢や住まい方、履歴など個人の

プロフィールに応じた「つながり」を把握できるため、将来の社会の状況（年齢構成、住まい

方など）に応じた「つながり」の保有状況を予測することが可能であり、将来の社会関係資本

基盤の豊かさにアプローチできうる指標といえる。 
(2) 持続可能な社会の実現に寄与するという面での有効性を評価するための中間的な指標として

はどのようなものが考えられるか？ 
 人的資本基盤、人工資本基盤、自然資本基盤については、ケア労働（保育・教育・医療・介

護、補修・改築に携わる建築業、農林水産業）の充足度指標によって、将来の各資本基盤の持

続可能性にアプローチすることができると考えている。 
 
領域 Q-8．持続可能な社会及び多世代共創における地域の自然の意味とは？ 

(1) 持続可能な社会の実現に向けた多世代共創活動の中で、地域の自然はどのような意味をもつ

か？ 
 地域の自然資本基盤は、健康で文化的な生活の基盤となるとともに、農地、林地、再生可能

エネルギー供給地として、地域の主体の衣食住を支えるとともに、収入源をもたらす存在であ

る。このため、地域主体で地域の持続可能性を確保するためには、健全な自然資本基盤の確保

と活用を欠かすことが出来ない。。 
(2) 地域らしさを規定する要因として、自然要因の重要性はどう変化していくか？また他の要因

で重要となってきたもの、重要となっていくものは何か？ 
 自然要因については、気候変動の影響を受けて、従前の状況が維持できなくなっていく可能

性がある。このため、気候変動への適応などの自然要因の変化にどのように対応するかを各地

域で能動的に検討していくことが求められる。また、これからの人口減少にともなって、人口

集中市町村では、高齢化のスピードが速く、介護ニーズに応えることができなくなっていく可

能性がある。このような人口構成の変化についても、地域別に予測して、対応していくことが

求められる。 
 (3) 地域をとりまく条件は多様とは言っても、すべての地域が独自の途を見出すことは可能な

のか？ 
  温暖化に対応するためのエネルギー転換は、すべての地域にプラスの効果が与えられる可能

性がある。従来の化石燃料主体のエネルギー供給では、エネルギー支出が域外に流出していた。

これが、地域で省エネルギーを進めるとともに再生可能エネルギー主体の分散型エネルギー供

給に転換していけば、地域に富がとどまり、あたらしい雇用が創出される可能性がある。 
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3-4．実施項目毎の結果・成果の詳細  

3-4-1．未来シミュレーターの開発と未来カルテの提供 

 2040 年の人口減少のインパクトを基礎自治体別に視覚化するため、2000 年以降の国勢調査の

従業地別産業大分類別就業者人口データなどの各種データについて、現行の市町村コード別にそ

れぞれ一枚のエクセルワークシートに収める作業を行った。その際、市町村合併があった市町村

については、過去のデータを個別に足し併せる作業を行った。その上で、市町村コードをキーと

して、データをピックアップできるようにした。 
 ピックアップしたデータについては、将来の人口構造、産業構造、保育／教育・医療・介護ニ

ーズ、財政などさまざまな項目について、同じ計算式を適用して計算を行うように、シミュレー

ターを作成した。 
 シミュレーターの結果は、ひとつのエクセルシートに出力させることとし、そのシートを用い

てグラフなどを用いて視覚化する作業をさせるワークシートを作成した。そして、このワークシ

ート部分を公開することとした。 
 そうして完成したのが「未来カルテ発行プログラム」である。2017 年 10 月に公開され、2018
年10月にリバイスされたこのプログラムは2万ダウンロードを超え、大きな反響を呼んだ。また、

2018 年 4 月には英訳バージョンも公開されている。 
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『教育新聞』での 10 回連載記事 
 
3-4-2．未来ワークショップ手法の開発と普及            

① いちはら未来ワークショップ（2015 年 8 月 19 日・20 日） 
最初に開催されたのが、千葉県市原市の「いちはら未来ワークショップ」である。1 日目に街

歩きを行い、2 日目に政策提言ワークショップを行うという 2 日間の日程で行われた。公募によ

って、中学生 39 名と高校生 1 名の参加を得た。研究プロジェクトメンバーである国立環境研究所

のチームによって作成された 2040 年の未来地図をもって、上総牛久駅周辺の街歩きをおこなっ

たり、廃校を活用して里山利用拠点としている内田未来楽校で話を聞いたりしたのが特徴である。

このワークショップで中学生から提案のあった「流しそーめん」の会については、2018 年 8 月に

内田未来楽校で実際に開催され、市長をはじめとして 200 名の参加があった。 
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② いちはらの未来を考えるシニアワークショップ（2016 年 3 月 24 日） 
「いちはらの未来を考えるシニアワークショップ」は、65 歳以上のシニア世代の参加者 10 名

の参加を得て実施された。いちはら未来ワークショップと同じ資料を用いて、シニア世代でワー

クショップを行ったらどうなるかという観点で実施された。いちはら未来ワークショップでは、

未来カルテ情報の各分野（人口、産業、保育、教育、医療、介護、インフラ、空き家など）に応

じた提案が出されたが、シニアワークショップでは、日常生活や自然環境、農林業といった自ら

の体験にもとづく提案が多く出されることとなった。 
 

 
 
 
③ やちよ未来ワークショップ（2016 年 11 月 23 日） 

2016 年度には、八千代市との共催で「やちよ未来ワークショップ」を実施した。中学生 11 名

と高校生 9 名の参加があった。やちよ未来ワークショップでは、研究プロジェクトメンバーの芝

浦工業大学チームによるリソースジェネレータをもちいた人と人とのつながり調査結果も参加者

に伝えることとした。これは、人に頼る必要がある 30 のシチュエーションを選定し、それぞれ頼

れる人がいるかどうか、どこにいるか（家族内、地域内、地域外など）を聞くことによって、そ

の人がもっている「つながり」を測るものである。質問項目を選定するために、さまざまな世代

が参加する「つながり座談会」を事前に開催し、地域に応じた質問項目を選定できるようにした。

この調査によって、70 歳以上になるとつながり数が有意に減少することなどが把握された。八千

代市では、当初 8 月に開催する計画で参加者を募ったが、参加者がなかなか集まらず、2 日間の

日程を1日に短縮することとした。当初の予定日に台風が来て、結局11月に延期して実施された。 
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④ たてやま未来ワークショップ（2017 年 8 月 7 日） 
 未来ワークショップ手法がほぼ確立したのが、2017年 8月 7日に千葉県館山市で実施された「た

てやま未来ワークショップ」である。このワークショップには、中学生 29 人、高校生 14 人（う

ち 2 人特別支援学校生）が参加した。 
確立した未来ワークショップ手法は、おおむね以下のとおりである。午前中に、未来カルテ情

報、つながり調査情報、その他地域の課題に関する情報、地域の歴史に関する情報をインプット

する。多岐に亘る項目についてインプットするため、参加者に項目別にメモをとれる「作業帖」

をあらかじめ配布し、説明のあとにかならずメモをとる時間を設ける。午後に、5－6 人の班で、

まず「作業帖」をみながら 2040 年の未来市長が直面するであろう課題を、付箋紙を用いて模造

紙の左半分に書き出す。課題の書き出しのレベルを合わせるために、他の班の課題を見に行く時

間を設ける。課題の書き出しが終わったら、課題を見ながら、今からおこなっておくべき政策を

考える。政策も、まず、個人作業によって付箋紙に書き出す。課題の書き出しと違って、政策の

検討は他班の政策を見に行く時間を設けず、班別に完成させる。完成後、「いいねシール」を参

加者に配布し、他班の政策で気に入ったものに「いいねシール」を貼る時間を設ける。そして、

「いいねシール」がたくさん貼られた政策や、班として一押しの政策を、現市長に発表する。 
 参加者アンケートでは、未来ワークショップに参加することを通じて、地域のことがより好き

になった、地域の課題をより知りたくなった、地域により貢献したいと思うようになった、いろ

んな人と一緒に考えて取り組むことができると思うようになったという回答が多く見られた。こ

のように未来ワークショップは、主権者教育のツールとしても有効であることが確認されている。 
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⑤ にしのおもて未来ワークショップ（2018 年 8 月 29 日） 
2018 年度は、遠隔地での開催を行うという趣旨で、鹿児島県西之表市において、にしのおもて

未来ワークショップを開催した。種子島中学の生徒 15 人、種子島高校の生徒 22 人が参加した。 
このワークショップの成果物は、2019 年 3 月 9 日に開催された、スマートエコアイランド種子

島シンポジウムでも報告し、2019 年度も継続して開催することとなった。 
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⑤ 未来ワークショップ手法の展開 
 本プロジェクトでは、未来ワークショップ手法をさまざまに展開してきている。 
1） NPO 法人事業としての開催 
 この研究プロジェクトの社会実装のために 2017年 2月に設立したNPO法人地域持続研究所の

事業として、全国各地で未来ワークショップが開催されるようになってきている。 
2017 年 2 月 5 日には、静岡県次代を担う若者たちによる県民会議の「キックオフミーティング」

で未来ワークショップを実施した（15 歳～30 歳、36 名参加）。同年 10 月 14 日にはまつど未来

ワークショップ（千葉県松戸市；中学生 15 人、大学生 7 人参加）、11 月 18 日には、奈良市未来

ワークショップ（中学生 4 人、高校生 35 人参加）、2019 年 9 月に千葉県九十九里町で未来ワー

クショップを実施した（高校生 10 人、中学生 2 人、町職員 5 人参加）。12 月に福井県勝山市、2
月に愛知県北名古屋市、宮崎県延岡市、熊本県菊池市でそれぞれ実施する予定で準備をすすめて

いる。 
2） 対象を広げた開催 
 2017 年のたてやま未来ワークショップでは、特別支援学校生 2 名の参加を得た。学校推薦で参

加があったもので、事前に面談を行うとともに、面談者が、特別支援学校生が参加する班のファ

シリテーターを務めることによって、特別支援学校生も他の参加者と同じプログラムをこなすこ

とができた。 
 また、2017 年 10 月 10 日には、千葉県松戸市において、20 代若手職員研修の一環として、未

来ワークショップを実施し、29 名の参加があった。市長に直接政策を提言する代わりに、参加者

間で政策提言を発表する形としたが、普段接しないセクションの若手同士での交流がなされ、盛

り上がったワークショップとなった。 
 2018 年 11 月 10 日には、松戸青年会議所の主催で、子ども未来会議という名称の未来ワーク

ショップを開催した（NPO 法人として開催協力）。このワークショップには、小学 5 年生 5 名、

小学 6年生 6名が参加し、2040年の松戸市議会議員になったつもりで、市長に政策提言を行った。

このワークショップでは、他の未来ワークショップと同様に未来カルテ情報を伝えたが、小学生
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でも政策提言できるように、「こどもが元気なまち」「お年寄りが元気なまち」というように課

題を分けて、提言を考えてもらった。このことによって、小学校高学年でも未来ワークショップ

が実施できることを確認できた。 

 
3） 未来総理ワークショップの開催 
 2018 年 11 月 11 日には、JST が主催するサイエンスアゴラのプログラムのひとつとして実施

された「“未来総理”になって考える日本の未来」の企画・運営に協力した。まず、このワーク

ショップのために、前述のように日本全国・人口集中自治体・過疎自治体・各都道府県について

集計した未来カルテを発行できるようにして、2018 年 10 月に「未来カルテ発行プログラム」の

改訂版を無料公開した。さらに、その内容を分析して、2040 年の未来総理が直面する日本の課題

について整理した。 
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未来総理ワークショップの資料（一部） 
 当日は、午前中に参加チームのみの非公開ワークショップを行った。参加チームは、高校生チ

ーム 2 チーム（各 3 名）、起業家チーム 2 名、研究者チーム 2 名であった。まず、筆者が、2040
年の未来総理が直面する日本の課題について説明を行った。説明に基づいて参加者が課題を書き

出し、班別に政策提言の模造紙を作成するとい う

手順で進めた。午後は、一般公開のワークショ ッ

プとし、倉阪から 2040 年の日本の課題を説明し た

後、各班が政策提言内容を発表した。次に、一 般

参加者に、2 枚ずつ「いいねシール」を渡して、 気

に入った提言の模造紙に貼ってもらった。倉阪 か

ら、「いいねシール」を貼った一般参加者にな ぜ

その提言を推すのかについてコメントを求め、 質

問を受け付ける形で、一般参加者とコミュニケ ー

ションをとりつつ進行を行った。 
このワークショップによって、日本全国の課題 を

考えるという形の未来ワークショップも可能で あ
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ることが確認されるとともに、過疎自治体・人口集中自治体のそれぞれで異なる課題に直面する

日本の状況が視覚化されることともなった。 

 

 
未来総理ワークショップ参加チームの提言（上 2 枚：高校生、左下：起業家、右下：研究者） 
4） 政策効果をフィードバックする形の未来ワークショップの実施 
 千葉大学の普遍教育科目「地域課題対応ワークショップ」において、2018 年度後期に、政策効

果をフィードバックする形の未来ワークショップを開催した。受講生 71 名を対象として、未来総

理ワークショップで用いた資料を説明し、未来シミュレーターに入力すべき政策項目を提案して

もらって、その入力結果を再度フィードバックして、政策検討につなげるという試みである。1）
定年の延長・75 歳定年になった場合にどうなるか、2）出生率の向上・出生率が 1.44 から 1.74
になった場合にどうなるか、3）外国人労働者の受け入れ拡大・政府の外国人労働者受け入れ見込
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みが実現した場合にどうなるかという三つの政策項目が採用された。これらについて、政策が千

葉県に導入された場合の効果を予測し、その結果を受講生に説明して、さらに政策を検討するこ

ととした。継続的な未来ワークショップは、前回までの結果の復習が必要となり、間延びをして

しまうという課題も確認できた。なお、この結果については、2019 年 1 月 29 日に開催された地

方制度調査会第８回専門小委員会において報告した。 

 

政策パラメータを動かした結果（一部） 
5） 学校教育と連携した開催 
 2020 年度から順次導入される「新学習指導要領」では、総合的な学習／探究の時間において、

生徒の主体的な学びを進める内容となっている。未来ワークショップを学校教育と連携させる試

みを進めている。 
 2019 年 8 月 20 日に西之表市で実施した未来ワークショップでは、６月に、参加校である種子

島高校と種子島中学校で事前授業を実施した。高校生は、総合的な学習／探求の時間を活用して、

課題を分けて調べ学習を行い、ワークショップの当日にその結果を発表した。10 月には、種子島

高校でフォローアップ授業を行い、ワークショップで出された政策のアイディアをさらに具体化

していくこととしている。 
 また、福井県勝山市では、今年度、勝山高校 1 年生が全員参加する形の未来ワークショップを

実施することとしている。10 月に、未来カルテ情報などをインプットし、政策のアイディア出し

を行う未来ワークショップを実施する。このワークショップで出されたアイディアについて、総

合的な学習／探求の時間をもちいて具体化を進め、12 月に勝山市長に提言する会を設けるという

流れで進める予定である。 
6） 未来ワークショップファシリテータ養成講座の開催 
 未来ワークショップは、総合計画などの策定のための市民参加手法や市職員研修手法として、

また、学校教育の一環として、さまざまに活用されることが期待される。この未来ワークショッ

プを運営するスキルを伝達するため、

2018 年 2 月に東京で、2019 年 2 月には

大阪でそれぞれ開催した。具体的には、

すでに実施された未来ワークショップ

の資料を用いて、未来ワークショップの

すすめかたについて、具体的に体験して

いただく内容となっている。 
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2018 年 8 月 21 日には、2018 年 2 月に実施したファシリテーター養成講座の受講生が、新潟市

で未来ワークショップを開催した。新潟市南区の中高生を対象として、将来の区長になったとい

う前提で、観光ナンバーワンを目指すには何を今からすべきかを考えて、区長に政策提言した。 
 
 
 
 
 
3-4-3．リソースジェネレータによるつながりの把握 

本研究プロジェクトにおいて社会関係資本をしくみストックと呼んでいるが、その状況を把握

するための方策として、リソースジェネレータ（さまざまな仮想シチュエーションにおいて頼れ

る人間関係の状況から社会関係資本を把握しようとする手法）を採用した。とくに、つながり座

談会を実施し、市民参加によってリソースジェネレータの質問項目（リソースリスト）作成を行

うという新しい取り組みを進めた。 
2015 年 8 月には、八千代市でつながり座談会を開催し、将来に残したい「つながり」について

書き出す作業を行った。この成果を踏まえて、八千代市で実施したリソースジェネレータ調査の

結果、男性よりも女性の方が「知人」は少ないものの、ものごとを頼める「つながり」の数が多

いこと、集合住宅の方が、戸建住宅よりも「つながり」が少ないことなどが明らかになった。こ

の結果は、2016 年 11 月のやちよ未来ワークショップに提供され、ワークショップの議論が活発

化した。また、2017 年 7 月に「つながり創造会議 in やちよ」を開催し、世代の異なる 19 名の市

民参加を得て、リソースジェネレータ調査や八千代市未来カルテをもとに、いかにしてつながり

を創造するかという点についてアイディアを出し合った。八千代市での一連の成果は、国際学会

（USAR2017）において口頭発表を行い、査読付きのプロシーディングスに掲載された。 

 
（出典）やちよ未来ワークショップ資料より 

 
また、2016 年 8 月に館山市で実施したつながり座談会を踏まえて、2016 年度に館山市でリソ

ースジェネレータ調査を実施した。この成果は、2017 年 8 月に実施されたたてやま未来ワークシ

ョップで紹介された。館山市におけるリソースジェネレータ調査においても、男性よりも女性の

方がつながりの数が多いこと、70 歳以上になるとつながりの数が有意に減少すること、一人暮ら

しの方がつながりの数が少ないことなど、市原市や八千代市と同様の傾向があることが確認でき

た。また、高等教育機関がなく、若年層が流出している館山市において、過去の移動歴とつなが

りの数を調べたところ、館山市を一度出て戻ってきた者(U ターン)の方が、ずっと館山市にいる

者よりもつながりの数が多いことがわかった。これらの結果は、たてやま未来ワークショップの
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資料に反映させるとともに、学会誌に学術論文として掲載された。 

   
 また、2018 年 2 月には鹿児島県西之表市において 21 名の参加者によるつながり座談会を実施

し、その結果を踏まえて 2018 年 4 月にリソースジェネレータ調査を実施した。調査では、これ

までの結果（女性＞男性、60 歳以上・単身世帯が少ない）が確認されたが、館山市と異なり、移

動歴がある人ほどつながりが豊かという関連性は有意ではなかった。また、離島であるがゆえ、

本土の事例と比べると、地域内からのリソース獲得が多く、地域外からの獲得が著しく低いこと

がわかった。これらの結果は、にしのおもて未来ワークショップの資料に反映させた。また、地

域内の社会関係資本の維持・形成について、2018 年 8 月、2019 年 8 月に西之表市古田校区にお

いてヒアリング調査を実施し、住民の活動状況を調べて活動が重なり交流が生まれそうな拠点を

「サロン」として整備するなどの運動を進めている事例などを収集した。 
 

（出典）西之表「つながり調査」結果より 
 

 

（出典）たてやま未来ワークショップ資料 



社会技術研究開発 
「持続可能な多世代共創社会のデザイン」研究開発領域 

「多世代参加型ストックマネジメント手法の普及を通じた地方自治体での持続可能性の確保」 
研究開発プロジェクト 実施終了報告書 

 

32 
 

3-4-4．未来地図の作成手法の開発 

 
ストック配置グループにおいては、将来の人口予測を地図上に空き家の分布として視覚化する

手法を開発した。2015 年のいちはら未来ワークショップでは、市原市の内陸部の上総牛久につい

て、将来予測される 6 割減の人口になった場合の未来地図を作成し、参加者はこの未来地図を持

って、上総牛久地区を街歩きするという試みを行った。 

 

 
2016 年のやちよ未来ワークショップでは、ストック配置グループが、八千代市村上団地の 2040

年の人口予測に従って、どのような空き家の状況になるかを視覚的に示した。この成果は、後述

するやちよ未来ワークショップの資料として活用され、老朽化する団地をどのようにするかにつ

いての意見が活発に出されることとなった。 
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（出典）やちよ未来ワークショップ資料から 

 
2017 年のたてやま未来ワークショップでは、館山市の区域別将来人口予測にしたがって、空き

家率という形で、そのインパクトを地図上に図示し、未来ワークショップに反映させた。具体的

には、館山市の 1km メッシュ人口密度の推移を示し、1980 年に 5000 人を超えるメッシュがあ

ったものが、2010 年には 3500 人未満、2040 年には 2500 人未満のメッシュのみとなること、そ

の際に生活サービス施設の存在する確率が低下することで施設までの距離が遠くなることを示し

た。また、区域別空き家率の推移を示し、2010 年の 40%台から 2040 年に 70%台へと空き家率が

30 ポイント増加することを示した。さらに、特徴の異なる 4 地区について、1980 年の地図、2010
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年と 2040 年の空き家率から各住宅建物の居住の有無を推定した地図を作成し、居住者が皆無と

なる街路が生じることを示した。 

 
 

 

 
 
 

 

（出典）たてやま未来ワークショップ資料 
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2018 年のにしのおもて未来ワークショップでは、未来地図を、以下のように作成し、校区間の

人口分布を適正化するにはどうすればいいかという視点での政策提言が出されることとなった。 

 
（図 3）西之表市未来地図 ※ゼンリン「Zmap-AreaII」許諾番号：Z20BI 第 223 号 
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3-5．今後の成果の活用・展開に向けた状況                               

 2017 年 2 月に NPO 法人地域持続研究所を設立し、すでに当 NPO 法人の事業として未来ワー

クショップを各地で開催するようになっている。今後とも当 NPO 法人として、活動を継続して

いく予定である。未来カルテについても、この NPO 法人において、順次、アップデートを行う

とともに、2045 年、2050 年の未来を展望するものに拡充していくこととしている。 
また、2019 年度のとりくみを通じて、新学習指導要領に沿った形で中学や高校の総合の時間で

のプログラムとして未来ワークショップを活用できる見通しが開けている。このようなニーズが

あることが把握できているため、ファシリテーター養成講座についても、受講料を若干徴収する

方向で継続することを検討している。 
さらに、2019 年度から、環境省の環境研究総合推進費を 2022 年度までに予定で獲得しており、

この経費において、エネルギー自給率と食料自給率の向上に関するシミュレーション結果を未来

カルテに追加することを予定している。 
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4．研究開発の実施体制 

4-1．研究開発実施者 

研究代表者およびその率いるグループ（リーダー 倉阪秀史） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

倉阪 秀史 
クラサカ 

ヒデフミ 
千葉大学 

大学院社会科学

研究院 
教授 

藤田 伸輔 
フジタ 

シンスケ 
千葉大学 

予防医学センタ

ー 
教授 

土井 俊祐  
ドイ シ

ュンスケ 
千葉大学 

医学部附属病院

地域医療連携部 
助教 

近藤 克則 
コンドウ 

カツノリ 

千葉大学 予防医学センタ

ー 
教授 

大石 亜希子 
オオイシ 

アキコ 

千葉大学 大学院社会科学

研究院 
教授 

小林 秀樹 
コバヤシ 

ヒデキ 

千葉大学 大学院工学研究

科 
教授 

大塚 成男 
オオツカ 

シゲオ 

千葉大学 大学院社会科学

研究院 
教授 

李 想 
リ シャ

ン 

千葉大学 大学院社会科学

研究院 
准教授 

小林 正弥 
コバヤシ 

マサヤ 

千葉大学 大学院社会科学

研究院 
教授 

宮崎 文彦 
ミヤザキ 

フミヒコ 
千葉大学 

大学院人文社会

科学研究科 
特別研究員 

小川 哲生 
オガワ 

テツオ 

千葉大学 大学院社会科学

研究院 
准教授 

広井 良典 
ヒロイ 

ヨシノリ 
千葉大学 

大学院人文社会

科学研究科 
教授 

福川 裕一 
フクカワ 

ユウイチ 
千葉大学 

大学院工学研究

科 
教授 

佐藤 峻 
サトウ 

シュン 
千葉大学 

大学院人文社会

科学研究科 
技術補佐員 

鈴木 千葉恵 
スズキ 

チヨエ 
千葉大学 

大学院人文社会

科学研究科 
技術補佐員 

青栁 貴秀 
アオヤギ 

タカヒデ 
千葉大学 

大学院人文社会

科学研究科 
技術補佐員 

大場 智恵 
オオバ 

サトエ 
千葉大学 

大学院人文社会

科学研究科 
技術補佐員 
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礒辺 穂乃香 
イソベ 

ホノカ 
千葉大学 

大学院人文社会

科学研究科 
技術補佐員 

前川 智美 
マエカワ 

トモミ 
千葉大学 

大学院人文社会

科学研究科 
技術補佐員 

新海 史沙 
シンカイ 

ミサ 
千葉大学 

大学院人文社会

科学研究科 
技術補佐員 

 
社会関係資本グループ（リーダー栗島英明） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

栗島 英明 
クリシマ 

ヒデアキ 
芝浦工業大学 建築学部 教授 

中村 昭史 
ナカムラ 

アキフミ 
芝浦工業大学 SIT 総合研究所 客員研究員 

谷田川 ルミ 
ヤタガワ

ルミ 
芝浦工業大学 工学部 教授 

田中 紫織 タナカ 

シオリ 
東京工業大学 大学院総合理工

学研究科 
修士課程院生 

鈴木 雅斗 
スズキ 

マサト 
東京工業大学 

大学院総合理工

学研究科 
修士課程院生 

 
ストック配置グループ（リーダー松橋啓介） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

松橋 啓介 
マツハシ 

ケイスケ 

国立環境研究

所 

社会環境システ

ム研究センター 
室長 

田崎 智宏 
タサキ 

トモヒロ 

国立環境研究

所 

資源循環・廃棄

物研究センター 
室長 

有賀 敏典 
アリガ 

トシノリ 

国立環境研究

所 

社会環境システ

ム研究センター 
研究員 

石河 正寛 
イシカワ 

マサヒロ 
国立環境研究

所 
社会環境システ

ム研究センター 
特別研究員 

Long Yin 
ロン イ

ン 
国立環境研究

所 
社会環境システ

ム研究センター 
准特別研究員 

森 朋子 
モリ ト

モコ 
東京大学 

大学院新領域創

成科学研究科 
博士後期課程院生 
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4-2．研究開発の協力者・関与者 

氏名 フリガナ 所属 
役職 

（身分） 
協力内容 

広井 良典 
ヒロイ 

ヨシノリ 

京都大学こころの未来研

究センター 
教授 

資本ストックの将来シナリオ

作成に当たっての助言 

    市原市企画調整課 課長 

社会関係資本のアンケート調

査／未来ワークショップ等の

実施協力 

    
館山市役所総合政策部企

画課 
課長 

社会関係資本のアンケート調

査／未来ワークショップ等の

実施協力 

    
八千代市総務企画部企画

課 
課長 

社会関係資本のアンケート調

査／未来ワークショップ等の

実施協力 

    
千葉県総合企画部政策企

画課 
課長 

試算への助言、県の保有する

情報の提供 

角田 季美

枝  

ツノダ 

キミエ 
和光大学現代社会学部 非常勤講師 対話班 

時松 宏治 
トキマツ 

コウジ 

東京工業大学大学院 環

境・社会理工学院 
准教授 

社会関係資本のマネジメント

モデル設計についての助言 

小松 幸夫 
コマツ 

ユキオ 

早稲田大学創造理工学部

建築学科 
教授 建築物寿命について助言 

高木 千太

郎 

タカギ 

センタロ

ウ 

一般財団法人 首都高速

道路技術センター 
上席研究員 建造物寿命について助言 

鈴木 宣弘 
スズキ 

ノブヒロ 

東京大学大学院農学生命

科学研究科 
教授 

農地の必要労働投下量につい

て助言 

永田 信  
ナガタ 

シン 

東京大学大学院農学生命

科学研究科 
教授 

林地の必要労働投下量につい

て助言 

龍原 哲  
タツハラ 

サトシ 

東京大学大学院農学生命

科学研究科 
准教授 

林地の必要労働投下量につい

て助言 

松原 弘直 
マツバラ 

ヒロナオ 

認定 NPO 法人環境エネル

ギー政策研究所 
主席研究員 

再生可能エネルギー自給率の

試算について協力 

中口 毅博 
ナカグチ 

タカヒロ 

芝浦工業大学システム理

工学部 
教授 

住民ワークショップの設計な

どについて助言 

菊池 康紀  
キクチ 

ヤスノリ 

東京大学「プラチナ社会」

総括寄付講座 
特任准教授 未来ワークショップ実施協力 
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5．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

5-1．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

5-1-1．情報発信・アウトリーチを目的として主催したイベント 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 

H27/1/24 第 1 回公開セミナー 
千葉大学西

千葉キャン

パス 

ストックマネジメントプロ

ジェクトの全体構想につい

て紹介した後、「ストック現

況の市町村比較と将来予測

について」「リソースジェネ

レーターによる社会関係資

本の把握について」「ストッ

ク配置に関連する地域内人

口分布の動向とシナリオ」

について、それぞれ報告し、

質疑を行った。 

30 名 
U-stream
中継あり 

H27/12/19 第 2 回公開セミナー 
千葉大学西

千葉キャン

パス 

「未来シミュレーターの開

発状況について」倉阪秀史

（千葉大学） 
「いちはら未来ワークショ

ップの実施結果について」

宮崎文彦（千葉大学） 
「八千代市でのつながり座

談会の実施結果について」

栗島英明（芝浦工業大学） 
「コメント フューチャー

デザイン研究の立場から」

原圭史郎（大阪大学） 
「コメント 環境自治体会

議の立場から」中口毅博（環

境自治体会議） 
「ディスカッション」 

http://www.ustream.tv/cha
nnel/ristex-opossum 

30 名 
U-stream
中継あり 

H29/2/13 

「多世代参加型スト

ックマネジメント手

法の普及を通じた地

方自治体での持続可

能性の確保」特別講

演会・第 3 回公開セ

ミナー 

千葉大学西

千葉キャン

パス 

基調講演者として東京工業

大学桑子敏雄教授をお招き

し、パネルディスカッショ

ンを行った。 

40 名 
U-stream
中継あり 

H28/8/28 流しそうめんの夏 市原市内田 「いちはら未来ワークショ 200 名 
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自然楽校 ップ」において中学生から

提言のあった「竹とわき水

を使って流しそうめんをや

る」という項目を実現した。

当日は、参加者自ら、竹で

コップと箸をつくり、薪で

焚いたわき水でそうめんを

ゆで、流しそうめんを楽し

んだ。 

H29/2/5 次代を担う若者たち

による県民会議キッ

クオフミーティング

での未来ワークショ

ップ 

静岡市 「次代を担う若者たちによ

る県民会議未来予測作成等

業務」によって、静岡県の

2060 年までの未来シミュレ

ーター作成、静岡県全体及

び５つの地域圏のデータの

作成を行い、参加者 36 名を

対象とした未来ワークショ

ップを実施した。（NPO 法

人地域持続研究所事業） 

36 名 

H29/11/4 ストックマネジメン

ト研究総括シンポジ

ウム「人口減少下で

いかに地域を持続さ

せるか」 

千葉大学西

千葉キャン

パス 

基調講演広井良典京都大学

教授「人口減少社会を希望

に」、プロジェクト報告 1 倉

阪秀史「人口減少社会での

資本基盤マネジメントに向

けて」報告 2 宮﨑文彦「未

来カルテデータを用いた未

来ワークショップ」報告 3
栗島英明「人と人とのつな

がりを把握する－リソース

ジェネレータの手法を用い

た社会関係資本へのアプロ

ーチ」報告 4 松橋啓介「未

来の地図を作成する」 

100 名 

H29/10/14 まつど未来ワークシ

ョップ（若者版） 
松戸市女性

会館 
地域の中学生 15人と大学生

7 人が 2040 年の未来市長と

して現市長へ政策提言を行

う（NPO 法人地域持続研究

所事業） 

22 名 

H29/10/20 まつど未来ワークシ

ョップ（市職員版） 
松戸市役所 20 代の若手職員研修とし

て、未来カルテを元に政策

を検討する（NPO 法人地域

持続研究所事業） 

29 名 

H29/11/18 奈良市未来ワークシ 奈良市役所 地域の中高生 44人を対象と 44 名 
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ョップ して、奈良市未来カルテの

説明と奈良市のエネルギー

自給率 100％ゲームを実施

した上で、2060 年の未来市

長として現市長に政策提言

を行う。（NPO 法人地域持

続研究所事業） 

H30/2/5 館山市「未来カル

テ」・「未来ワークシ

ョップ」結果報告会 

館山市コミ

ュニティセ

ンター 

高校先生、金丸市長はじめ

市役所職員、地元の一般参

加者にたてやま未来ワーク

ショップで出された提言案

と参加者アンケート結果な

どを説明した。 

約 50 名 

H30/11/10 まつど未来議会 松戸市役所

／松戸市議

会 

松戸青年会議所主催のまつ

ど未来会議の企画・運営を

担当した。小学校 5，6 年生

を対象とする未来ワークシ

ョップを実施し、松戸市長

への政策提言を行った。

（NPO 法人地域持続研究所

事業） 

小学校 5 年

生 5 名，6
年生 6 名 

H30/11/11 “未来総理”になっ

て考える日本の未来 
日本科学未

来館 
JST 主催のサイエンスアゴ

ラのプログラムのひとつと

して、高校生 2 チーム、起

業家チーム、研究者チーム

の 4 チームが参加する未来

カルテを使った政策形成ワ

ークショップを企画・運営

した。（NPO 法人地域持続

研究所事業） 

高校生 6
名、起業家

チーム 2
名、研究者

チーム 2
名、一般参

加者約 50
名 

R1/7/2 種子島高校・種子島

中学事前授業 
鹿児島県西

之表市 
8 月の未来ワークショップ

の開催に先立って事前授業

を行い、温暖化などについ

て解説するとともに、「高校

生には調べ学習の課題を説

明した。（環境研究総合推進

費事業） 

約 100 名 

R1/8/20 にしのおもて未来ワ

ークショップ 
鹿児島県西

之表市 
種子島中学 30 名、種子島高

校 24名を対象として未来ワ

ークショップを実施した。

高校生の調べ学習の発表を

取り入れた。（環境研究総合

推進費事業） 

54 名 



社会技術研究開発 
「持続可能な多世代共創社会のデザイン」研究開発領域 

「多世代参加型ストックマネジメント手法の普及を通じた地方自治体での持続可能性の確保」 
研究開発プロジェクト 実施終了報告書 

 

43 
 

R1/9/1 くじゅうくり未来ワ

ークショップ 
千葉県九十

九里町 
九十九里中学 3 名、九十九

里高校 9 名、九十九里町役

場職員 5 名を対象とする未

来ワークショップを実施し

た。（NPO 法人地域持続研

究所事業） 

17 名 

 
5-1-2．研究開発の一環として実施したイベント 

年月日 名称 場所 概要 参加人数 

H27/8/3 多摩美大ワークショ

ップ 
多摩美大 環境デザイン学科必修科目

「環境問題論」の一環として

いちはら未来ワークショップ

を試行的に実施。 

85 名 

H27/8/5-6 東北大環境科学研究

科ワークショップ 
東北大 東北大学大学院環境科学研究

科「先進環境社会学」の一環

としていちはら未来ワークシ

ョップを試行的に実施 

38 名 

H27/8/19-
20 

いちはら未来ワーク

ショップ 
サンプラザ

五井＠市原

市 

中高生に未来シミュレーター

結果を示して 2040 年の未来

市長としての政策提言を検討 

40 名 

H27/8/23 八千代市つながり座

談会 
八千代市福

祉センター 
世代の異なる 5 名ずつの 4 班

において、人と人とのつなが

りで良かったこと、将来に残

したいつながりを書き出すワ

ークショップを実施した。リ

ソースジェネレータ調査で使

用するリソースリスト作成に

繋げた。 

30 名 

H28/2/20 市原市つながり座談

会 
サンプラザ

五井＠市原

市 

世代の異なる 5 名ずつの 4 班

において、人と人とのつなが

りで良かったこと、将来に残

したいつながりを書き出すワ

ークショップを実施した。リ

ソースジェネレータ調査で使

用するリソースリスト作成に

繋げた。 

35 名 

H28/3/24 市原の未来を考える

シニアワークショッ

プ 

サンプラザ

五井＠市原

市 

65 歳以上メンバー10 名を 5
名ずつ 2 班にわけて、いちは

ら未来ワークショップの資料

と同じ資料を用いて、課題の

書き出しと政策提言のとりま

とめを行った。 

10 名 
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H28/8/27 館山市つながり座談

会 
館山市市民

会館 
世代の異なる 5 名ずつの 4 班

において、人と人とのつなが

りで良かったこと、将来に残

したいつながりを書き出すワ

ークショップを実施した。リ

ソースジェネレータ調査で使

用するリソースリスト作成に

繋げた。 

 

H28/11/23 やちよ未来ワークシ

ョップ 
八千代市市

民会館 
20 名（高校生 9 名、中学生

11 名）が参加し、2040 年の

未来市長としての政策提言を

検討した。つながり調査の結

果を反映させた最初の未来ワ

ークショップ。歴史について

も情報提供した。 

20 名 

H29/7/13 未来カルテ実験ワー

クショップ 
東北大学環

境学研究科 
東北大学大学院環境学研究科

の必修授業（主に理系の大学

院生 41 名参加）において、仙

台市長への提言を、未来カル

テを説明する前と後の二回に

わたってかんがえてもらうと

いう実験ワークショップを実

施 

41 名 

H29/7/29 つながり創造会議 in
八千代 

八千代市市

民会館 
さまざまな世代の参加者 19
名に集まっていただき、3 グ

ループに分かれて、八千代市

における人と人とのつながり

を創り出すために何をすべき

がを話し合う 

19 名 

H29/8/7 たてやま未来ワーク

ショップ 
館山市コミ

ュニティセ

ンター 

地域の中高生に集まっていた

だき、未来カルテ情報やつな

がり調査の結果などを踏まえ

て、2040 年の未来市長として

現市長へ政策提言を行う。 

44 名 

H30/2/9 未来ワークショップ

ファシリテータ研修

会 

八重洲 TKP
会議室 

未来ワークショップの進行の

方法、運営のポイントなどに

ついて、説明し、受講者に受

講証を発行した。 

41 名 

H30/2/23 西之表市つながり座

談会 
西之表市 西之表市におけるリソースジ

ェネレータ調査に備えて、ど

のようなつながりが重要と考

えるかなどについて座談会形

式でヒアリングを行った。 

21 名 
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H30/8/29 にしのおもて未来ワ

ークショップ 
鹿児島県西

之表市 
西之表市について 2045 年の

未来カルテを作成するととも

に、つながり調査結果と、未

来地図を用いて、2045 年の未

来市長としての政策提言を検

討し、八板市長に発表した。 

中学生 15
名、高校

生 22 名 

H31/2/15 未来ワークショップ

ファシリテータ養成

講座 in 大阪 

大阪府大阪

市 
未来ワークショップの進行方

法について、詳しく解説し、

ファシリテーターの育成を行

った。 

地方自治

体職員、

地方議

員、大学

関係者、

NPO な

ど、33 名 

R1/10/2 かつやま未来ワーク

ショップ 
福井県勝山

市 
勝山高校 1 年生全員（101 名）

を対象とする未来ワークショ

ップを実施した。このワーク

ショップで出された提言案を

高校の総合の学習の時間で具

体化し、12 月に市長への発表

会を行う予定である。なお、

このワークショップには、市

職員 5 名も参加する。 

106 名 

 
5-1-3．書籍、DVD など論文以外に発行したもの 

(1) 倉阪秀史『環境政策論第 3 版』（信山社）、2015 年 1 月、424 ページ （終章において、広義

の持続可能性論を展開し、ストックマネジメントの重要性に触れる。） 
(2) 千葉大学倉阪研究室＋NPO 法人環境エネルギー政策研究所「永続地帯 2014 年度報告書」、

2015 年 3 月 30 日 
(3) パンフレット「地域ストック持続可能性マネジメント Open Project on Stock Sustainability 

Management OPOSSUM」（2016 年 3 月）＜全市町村に送付／英語版も製作＞ 
(4) 千葉大学倉阪研究室＋NPO 法人環境エネルギー政策研究所「永続地帯 2015 年度報告書」、

2016 年 3 月 30 日 
(5) 倉阪秀史『なぜ経済学は経済を救えないのか 資本基盤マネジメントの経済理論へ（上）（下）』、

詩想舎、2017 年 3 月 
(6) 千葉大学倉阪研究室＋NPO 法人環境エネルギー政策研究所「永続地帯 2016 年度報告書」、

2017 年 3 月 31 日 
(7) 千葉大学倉阪研究室＋NPO 法人環境エネルギー政策研究所「永続地帯 2017 年度報告書」、

2018 年 3 月 30 日 
(8) 千葉大学倉阪研究室＋NPO法人環境エネルギー政策研究所「永続地帯2018年度報告書」、

2019年3月26日 
 
5-1-4．ウェブメディア開設・運営 

(1) 未来のストックが見えるOPoSSuM  http://opossum.jpn.org/ 2014年12月立ち上げ、2016
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年4月リニューアル、各種会議情報掲載、市町村比較データ提供 
(2) 永続地帯 http://sustainable-zone.org/ 2008年立ち上げ、「永続地帯研究会2018年度報告

書」掲載 
(3) Facebook「地域ストックマネジメント」サイト運営 

https://www.facebook.com/opossum.chiba/ フォロワー数2017年3月41，2018年3月234、
2019年3月287、2019年9月298 

 
5-1-5．学会以外（5-3．参照）のシンポジウムなどでの招へい講演など 

(1) 倉阪秀史、市原市新総合計画中間報告会基調講演、「２０４０年の未来から見た市原市の姿」、

2016年6月5日、夢ホール（千葉県市原市） 
(2) 倉阪秀史、上高尾講演会、「地域の持続可能性を考える」、2016年11月26日、三重県伊賀市上

高尾公民館 
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on the “Sustainable Zone”Research Project－",The 1st World Community Power 
Conference、2016.10．3、Fukushima 

(6) 栗島英明「将来世代ワークショップを通じたまち・ひと・つながり創生」2018 年スマー

トエコアイランド種子島シンポジウム、2018 年 3 月 3 日＠ホテルニュー種子島 2 階 コ

ンベンションホール 
(7) 倉阪秀史「人口減少社会で気づく持続可能性の経済学」エントロピー学会 2018 年春の

研究集会基調講演、2018 年 6 月 2 日、國學院大學渋谷キャンパス 
(8) 倉阪秀史「人口減少社会で気づく持続可能性の経済学－フロー管理からストック管理へ」

「人の資本主義」研究プロジェクト第 4 回カンファレス、2019 年 3 月 25 日、立命館東

京キャンパス 
 
5-3-2．口頭発表   （国内会議 40 件、国際会議 9 件） 

(1) H. Kurishima, T. Tasaki, K. Matsuhashi, H. Kurasaka, S. Sato: Development of 
regional sustainability indexes focusing on stocks.ISIE2015, July, 2015, accepted（6th 
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Feb. 2015）. 
(2) 佐藤峻, 倉阪秀史「地域ストックの将来投影：背景、方法、試算結果」『環境科学会 2015

年会』、2015 年 9 月 7 日、大阪大学吹田キャンパス 
(3) 倉阪秀史，佐藤峻「各種資本ストックの市町村比較」『環境科学会 2015 年会』、2015 年

9 月 7 日、大阪大学吹田キャンパス 
(4) 松橋啓介, 石河正寛, 有賀敏典「市原市での資本ストック配置の将来シナリオ」『環境科

学会 2015 年会』、2015 年 9 月 7 日、大阪大学吹田キャンパス 
(5) 李想「地球温暖化が自然資本ストックに及ぼす影響」『環境科学会 2015 年会』、2015 年

9 月 7 日、大阪大学吹田キャンパス 
(6) 栗島英明, 中村昭史, 時松宏治, 鈴木雅斗「リソースジェネレータを用いた社会関係資本

の把握」『環境科学会 2015 年会』、2015 年 9 月 7 日、大阪大学吹田キャンパス 
(7) 宮崎文彦「市原未来ワークショップにおける中高生熟議の経験」『環境科学会 2015 年会』、

2015 年 9 月 7 日、大阪大学吹田キャンパス 
(8) 倉阪秀史「人口減少下における持続可能性アセスメントについて」『2015 年度環境アセ

スメント学会第 14 回大会』、2015 年 9 月 4 日-5 日、龍谷大学瀬田キャンパス 
(9) 栗島英明, 佐藤峻, 倉阪秀史, 松橋啓介「Resource generator による地域住民のソーシャ

ル・キャピタルの測定と地域評価との関連分析－千葉県市原市を事例に－」.『第 43 回

環境システム研究論文発表会』、2015 年 10 月 17 日-18 日、北海道大学 
(10) 松橋啓介, 永野亜紀「持続可能な発展の目標からみた総合計画の評価の試み」.『第 43

回環境システム研究論文発表会』, 2015 年 10 月 17 日-18 日、北海道大学 
(11) 宮崎文彦「日本の自立・独立と世界平和への貢献－貴族院議員南原繁の発言から」

第 12 回 南原繁シンポジウム「南原繁と戦争」（南原繁研究会主催）、2015 年 11 月

３日、学士会館 
(12) 佐藤峻「ナチュラルメディカルコミュニティデザイン（N-MCD）というビジョン：

いくつかの萌芽と森林保健への期待」日本森林保健学会、東京農業大学、2015 年 6
月 27 日。 

(13) Shun Sato  “I=PAT vs. SATOYAMA: Paradigms of SD indicators” Theme Session 
“Social Sustainability Assessment in Population Decreasing Societies” (organizer 
Kurasaka) IAIA16: Resilience and Sustainability, Nagoya Congress Center, 
Aichi-Nagoya, Japan, 11-14 May 2016 

(14) Xiang Li, Hidefumi Kurasaka “Population decline in Japan and Sustainability” 
Theme Session “Social Sustainability Assessment in Population Decreasing 
Societies” (organizer Kurasaka) IAIA16: Resilience and Sustainability, Nagoya 
Congress Center, Aichi-Nagoya, Japan, 11-14 May 2016 

(15) Fumihiko Miyazaki “The political involvement of future generations” Theme Session 
“Social Sustainability Assessment in Population Decreasing Societies” (organizer 
Kurasaka) IAIA16: Resilience and Sustainability, Nagoya Congress Center, 
Aichi-Nagoya, Japan, 11-14 May 2016  

(16) 倉阪秀史  企画シンポジウム「自治体の25年後の姿を予測する「未来シミュレーター」、

環境自治体会議東京会議、芝浦工業大学、2016年5月29日 
(17) Tomomi Maekawa, Hidefumi Kurasaka “Challenges on Resource Management for 

Local Governments in Japan and Designing a Simulation System and a Method of 
Workshops for Establishing a Tool for Assisting City Officials in Managing Resources 
in Each Area” the 22nd International Interdisciplinary Conference on the 



社会技術研究開発 
「持続可能な多世代共創社会のデザイン」研究開発領域 

「多世代参加型ストックマネジメント手法の普及を通じた地方自治体での持続可能性の確保」 
研究開発プロジェクト 実施終了報告書 

 

52 
 

Environment, to be held in Austin, TX, June 28-30, 2016 
(18) 倉阪秀史「再生可能エネルギーと今後の経済発展の方向性について」環境三学会（環

境経済・政策学会、環境法政策学会、環境社会学会）合同シンポジウム、一橋講堂、2016
年7月24日 

(19) 倉阪秀史「研究プロジェクトの趣旨」特別セッション「地域の資本ストックの将来を展

望する－2040 年の未来シミュレーター結果から－」(オーガナイザー 倉阪秀史、松橋

啓介)、『環境科学会』東京都市大学横浜キャンパス、2016年9月7日 
(20) 前川智美 「未来シミュレーターにもとづく未来カルテの発行状況について」特別セッシ

ョン「地域の資本ストックの将来を展望する－2040 年の未来シミュレーター結果から

－」(オーガナイザー 倉阪秀史、松橋啓介)、『環境科学会』東京都市大学横浜キャンパ

ス、2016年9月7日 
(21) 倉阪秀史「未来シミュレーターの開発状況について」特別セッション「地域の資本スト

ックの将来を展望する－2040 年の未来シミュレーター結果から－」(オーガナイザー 

倉阪秀史、松橋啓介)、『環境科学会』東京都市大学横浜キャンパス、2016年9月7日 
(22) 松橋啓介, 石河正寛, 有賀敏典「八千代市の小地域における居住世帯と建物ストックの将

来像」特別セッション「地域の資本ストックの将来を展望する－2040 年の未来シミュ

レーター結果から－」(オーガナイザー 倉阪秀史、松橋啓介)、『環境科学会』東京都市

大学横浜キャンパス、2016年9月7日 
(23) 栗島英明「八千代市におけるリソースジェネレータ調査結果について」特別セッション

「地域の資本ストックの将来を展望する－2040 年の未来シミュレーター結果から－」

(オーガナイザー 倉阪秀史、松橋啓介)、『環境科学会』東京都市大学横浜キャンパス、

2016年9月7日 
(24) 宮崎文彦「未来ワークショップでの中高生熟議の状況について」特別セッション「地域

の資本ストックの将来を展望する－2040 年の未来シミュレーター結果から－」(オーガ

ナイザー 倉阪秀史、松橋啓介)、『環境科学会』東京都市大学横浜キャンパス、2016年9
月7日 

(25) 森 朋子「未来ワークショップでの参加者アンケート」特別セッション「地域の資本スト

ックの将来を展望する－2040 年の未来シミュレーター結果から－」(オーガナイザー 

倉阪秀史、松橋啓介)、『環境科学会』東京都市大学横浜キャンパス、2016年9月7日 
(26) 倉阪秀史「地域ストックの持続可能性マネジメントの理論と実践」環境経済・政策学会、

青山学院大学、2016.9.10-11 
(27) 中村昭史・栗島英明・鈴木雅斗・田中紫織・時松宏治「リソース・ジェネレータによる

社会関係資本の測定：千葉県八千代市における質問表調査から」2016年度日本地理学会

秋季学術大会、東北大学、2016.9.30-10.1 
(28) Tomomi Maekawa, Hidefumi Kurasaka “Developing a package of local capital stocks 

management for achieving environmental sustainability; a case of Ichihara City”、
Second International Conference on Science, Engineering & Environment, Osaka 
City, Japan, Nov.21-23, 2016, 

(29) 倉阪秀史「人口減少下での持続可能で豊かな社会づくりをめざして」持続可能な都市・

地域勉強会、芝浦工業大学芝浦キャンパス、2016.12.18 
(30) 倉阪秀史「再生可能エネルギーの地域経済効果―地域持続可能性の確保とは」自治体議

会政策学会第19期自治政策特別講座、2017.2.3 
(31) 倉阪秀史「未来シミュレーター 地域の社会資本ストックのマネジメント」環境首都創

造 公開セミナー、京都・池坊短期大学, 2017.3.3 
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(32) 松橋啓介「持続可能な地域に向けた交通と都市の計画」環境首都創造 公開セミナー、京

都・池坊短期大学, 2017.3.3 
(33) 倉阪秀史「未来シュミレーターと未来カルテによる地方自治体の持続可能性評価につい

て」環境自治体会議しほろ会議、2017 年 5 月 25 日、26 日＠北海道士幌町 
(34) 宮﨑文彦「中高生が未来市長となって政策提言を行う未来ワークショップについて」環

境自治体会議しほろ会議、2017 年 5 月 25 日、26 日＠北海道士幌町 
(35) 倉阪秀史「人口減少下の持続可能性アセスメントの実践」環境アセスメント学会 2017

年大会、2017 年 9 月 2 日＠山梨県立大学 
(36) 倉阪秀史「地方自治体における再生可能エネルギー政策の課題ー隔年実施の自治体再生

可能エネルギー政策調査を踏まえてー」環境経済・政策学会、2018 年 9 月 9 日＠高知工

科大学 
(37) 倉阪秀史「未来カルテを活用した自治体での資本基盤マネジメントの可能性」企画シン

ポジウム「地方自治体での資本基盤マネジメントの実践」環境科学会 2017 年会、2017
年 9 月 14 日@北九州国際会議場 

(38) 松橋啓介「人口減少下における小地域の未来地図の作成と活用」企画シンポジウム「地

方自治体での資本基盤マネジメントの実践」環境科学会 2017 年会、2017 年 9 月 14 日@
北九州国際会議場 

(39) 栗島英明「地域の人と人とのつながりを把握するーリソースジェネレータ調査からわか

ること」企画シンポジウム「地方自治体での資本基盤マネジメントの実践」環境科学会

2017 年会、2017 年 9 月 14 日@北九州国際会議場 
(40) 宮﨑文彦「未来ワークショップでの中高生熟議の成果と課題―『たてやま未来ワークシ

ョップ』を中心に」企画シンポジウム「地方自治体での資本基盤マネジメントの実践」

環境科学会 2017 年会、2017 年 9 月 14 日@北九州国際会議場 
(41) 森 朋子「未来ワークショップが参加者に与える影響～アンケート調査結果から～」企画

シンポジウム「地方自治体での資本基盤マネジメントの実践」環境科学会 2017 年会、

2017 年 9 月 14 日@北九州国際会議場 
(42) 佐藤 峻「未来ワークショップと子どもの参画―多世代共創を目指した千葉県市原市での

実践より」企画シンポジウム「地方自治体での資本基盤マネジメントの実践」環境科学

会 2017 年会、2017 年 9 月 14 日@北九州国際会議場 
(43) 新海史紗「地方自治体での人口ビジョン・総合戦略の現状とその限界について」企画シ

ンポジウム「地方自治体での資本基盤マネジメントの実践」環境科学会 2017 年会、2017
年 9 月 14 日@北九州国際会議場 

(44) Hideaki Kurishima, Akifumi Nakamura and Hidefumi Kurasaka: Development of 
Social Capital Management Approach with Residents Participation using Improved 
Resource Generator. 3rd International Conference on Urban Sustainability & 
Resilience, 14 June 2017, Building Center in Bloomsbury London 

(45) Hidefumi Kurasaka “Sustainable Zone - Regional economic indicators on 
self-sufficiency of food and energy” The 12th Asia Impact Assessment Conference in 
Shizuoka (AIC2018), August,20-22, 2018, University of Shizuoka 

(46) Hidefumi Kurasaka ”Notion of Capital Bases: What Lessons Learned about 
Ecological Economics From Experience in Population Declining Society in Japan” 
15th Conference of the International Society for Ecological Economics, September 
10-12, 2018, in the city of Puebla, Puebla, Mexico 

(47) 倉阪秀史「未来カルテから見る 2040 年の日本の未来」地方制度調査会第８回専門小委
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員会、2019 年 1 月 29 日、全国都市会館 
(48) 倉阪秀史「ストック（資本基盤）の豊かさを倍増するための知恵－永続地帯・未来カル

テ・ストックマネジメント研究から」環境自治体会議足立大会、2019 年 5 月 21 日、東

京電機大学 
(49) 中村昭史・栗島英明「離島における社会関係資本の形成・維持プロセスの検討：種子島

西之表市における調査から」2019 年度日本地理学会秋季学術大会、2019 年 9 月 20 日、

新潟大学 
 

5-3-3．ポスター発表 （国内会議 0 件、国際会議 1 件） 

（1）Hideaki Kurishima and Akifumi Nakamura, Development of Social Capital 
Management Method for Stock Sustainability Management, The 12th Biennial 
International Conference on EcoBalance, Kyoto, Japan, October 3-6, 2016. 

 
5-4．新聞報道・投稿、受賞など 

5-4-1．新聞報道・投稿 

(1) 『朝日新聞』2016.8.29、「中高生の街づくり案 実現 市原ワークショップで提言 里山

保全に流しそうめん催し」千葉版 
(2) 『シティライフ』2016.9.24、「内田未来楽校 市内中学生が提言 里山の竹で流しそうめ

ん」  
(3) 『朝日新聞』2016.10.18、「産業・医療・・・2040年の街は 千葉大グループ「未来カル

テ」作成」千葉版 
(4) 『朝日新聞』2017.1.10「夢はかなう 可能性は無限 将来を語り提言、考えるヒントに」 

千葉版 
(5) 『静岡新聞』2017.2.6「人口減、若者が議論 静岡でワークショップ」  
(6) 『東京新聞』2017 年 6 月 25 日「エネルギー永続地帯増加中」 
(7) 『NHK 視点・論点』、2017 年 7 月 31 日、倉阪秀史「増えるエネルギー永続地帯」 
(8) 『NHK 首都圏ネットワーク』、2017 年 8 月 7 日、「中高生が館山市長に政策を提言」 
(9) 『房日新聞』、2017 年 8 月 8 日「“未来市長”が政策提言 館山 中高生 44 人がワークショ

ップ」 
(10) 『毎日新聞』2017 年 8 月 24 日「未来ワークショップ：市長のつもりで、中高生政策提

言 館山／千葉」千葉版 
(11) 『J:COMチャネル』（地デジ 11CH）2017年 10 月 16日「まつど未来ワークショップ “未

来市長”として政策を考える」 
(12) 『大学ジャーナルオンライン』2017 年 11 月 3 日「2040 年の全国市町村の姿がわかる「未

来カルテ」無料ダウンロード開始」  
(13) 『Economic News』 2017 年 11 月 11 日「20 年後の人口減少・高齢化を自治体レベル

で予測「未来カルテ」 政策へ貢献可能な情報基盤を無料配布」 
(14) 『朝日新聞』2017 年 11 月 21 日「謎解き！日本一」（永続地帯研究） 
(15) 『毎日新聞』2017 年 12 月 3 日「「未来カルテ」開発 千葉大大学院教授 倉阪秀史さん 

／千葉」千葉版 
(16) 『房日新聞』2018 年 2 月 7 日「中高生の政策提言実現を 館山 未来ワークショップ報告

会に 50 人」 
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(17) 『教育新聞』2018 年 3 月 11 日から 10 回連載「未来カルテで見つめる 2040 年の日本」 
(18) 『日経 tech』、2018 年 4 月 6 日「再エネで自給できる「永続地帯」は全国で 82 市町村」」 
(19) 『大学ジャーナルオンライン』、2018 年 4 月 10 日「5 年間で国内の再生可能エネルギー

供給は約 2.6 倍に 千葉大学が最新結果公表」 
(20) 『日本経済新聞』、2018 年 4 月 29 日「再生エネ自給率 地熱強み、大分県トップ」 
(21) 『ソーラージャーナル』、2018 年 6 月 15 日「エネルギーを自給できる「永続地帯」が

11 地域増加！」 
(22) 『毎日新聞』、2018 年 11 月 20 日「全国トップの出力合計、箇所数 産官学７００人参加

へ 講演やパネル討論など 富士宮で来月」静岡版 
(23) 『PR TIMES』、2019 年 3 月 27 日「エネルギー永続地帯の市町村が 100 に到達。この 6

年間で国内の再生可能エネルギー供給は約３倍に。」 
(24) 『朝日新聞』2019 年 4 月 5 日「縮小しつつ豊かな時代へ 倉阪秀史・千葉大大学院教授

に聞く」千葉版 
(25) 『朝日新聞』2019 年 4 月 5 日「「箱もの」統廃合急務 千葉の未来カルテ①公共施設」

千葉版 
(26) 『朝日新聞』2019 年 4 月 6 日「農家支える先端技術 千葉の未来カルテ②農業」千葉版 
(27) 『朝日新聞』2019 年 4 月 14 日「特養も人材も足りず 千葉の未来カルテ③介護」千葉

版 
(28) 『朝日新聞』2019 年 4 月 18 日「収支改善 自治体で差 千葉の未来カルテ④財政」千

葉版 
(29) 『朝日新聞』2019 年 4 月 19 日「訪問看護 態勢に課題 千葉の未来カルテ⑤在宅医療」

千葉版 
(30) 『日刊工業新聞』2019 年 4 月 26 日「エネ自給 100 市町村で可能」 
(31) 『日本経済新聞』2019 年 5 月 3 日「再エネ「地産」に手応え 千葉大学教授 倉阪秀史

氏」朝刊 
(32) 『日経産業新聞』2019 年 5 月 17 日「未来から逆算し政策提案 SDGs にらみ導入機運」

Earth 新潮流 
(33) 『南日本新聞』2019 年 8 月 28 日「2045 年の西之表市どうする 「未来の市長」政策提

言」 

5-4-2．受賞 

(1) 石河正寛「統計データを用いた空き家の詳細地域分布の推計手法」環境科学会 2018 年会最

優秀ポスター賞 
 
5-4-3．その他 

(1) 「Front Runner : 知のパイオニアたち 千葉大学大学院 人文社会科学研究科教授 倉阪秀史 
再生可能エネルギーと食料の自給率でサステナブルな地域を"見える化"」『Squet』（三菱 UFJ
ビジネススクエア） (299), 2014-11、pp.27-29 （取材記事） 

(2) 倉阪秀史「永続地帯とエネルギー」『生活と自治』2015 年 3 月（編集部による取材記事） 
(3) 人口・産業構造・インフラ維持費… 2040年の予測 自治体に提供 千葉大、計画の策定支

援 『日経新聞』2016.8.25 千葉版 
(4) 「環境を学び、未来を変える」千葉大学産学連携情報誌「Mira-Kuru」第 8 号、2018 年 9

月（インタビュー記事）https://www.keiyobank.co.jp/news/2018/20180921mira-kuru.pdf 



社会技術研究開発 
「持続可能な多世代共創社会のデザイン」研究開発領域 

「多世代参加型ストックマネジメント手法の普及を通じた地方自治体での持続可能性の確保」 
研究開発プロジェクト 実施終了報告書 
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(5) 「社会を持続可能に変える革命家」ボーダーレスジャパン、2019 年 3 月 10 日、（インタビュ

ー記事）

https://note.mu/wakuwakuengine/n/n10ad5abe4499?fbclid=IwAR2_Ow0mq3nf8tcD6bng
EqTPnTOWgIWrYqRUadQtVMdxLcabcRERU_lOpdQ 

 
 
5-5．特許出願 

5-5-1．国内出願（ 0 件） 

5-5-2．海外出願（ 0 件） 


